
平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 選挙管理委員会事務局

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 4 1 140 頁 選挙管理委員会費 選挙管理委員会事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 選挙管理委員会事業
選挙管理委員会の管
理・運営

報酬 196 320 278 2 276 3

計 196 320 278 2 0 0 276

予算

目
的

執行機関から独立し、選挙に関する事務を管理、また選挙が公正に行われることを目的とする
対
象

選挙管理委員会

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○選挙管理委員会事業
　　選挙管理委員会委員および事務局の管理・運営費
      ・3月、6月、9月、12月の選挙人名簿定時登録とその他臨時会の開催
　　　・選挙管理委員の活動経費　委員長　日額5,700円、委員　日額5,600円及び費用弁償
　　　・その他の経費として、県全市選管連合会、九州都市選管連合会、全国市区選管連合会負担金
　　　・在外選挙人名簿管理、その他活動諸費



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － －

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

4,530 196 278 1,424 

うち経常経費 262 196 278 344 

国 県 費 2,080 1 2 1 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 2,450 195 276 1,423 

うち経常 262 195 276 343 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
法令により、市が実施主体であることが定められているた
め。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
法令により、市が実施主体であることが定められているた
め。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 法令通りの事務運営を行っているため。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 効果的な運営がなされている。

事業の方向性 評価内容

－ －

成
果
指
標

指標名
効率的な委員会の管
理・運営

目
標
年
度

Ｈ32
総合計画前期基本計画の3-10-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a ｂ ｃ ｄ

数値 目標 目標 目標 目標

効率的な委員会の
管理・運営

a

b

c

効率的な委員会の管理・運営。

ｄ

引き続き、効率的な管理・運営に努める。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

効率的な委員会の管理・運営
を行うため。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 選挙管理委員会事務局

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 4 2 142 頁 選挙啓発費 選挙啓発事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 選挙啓発事業 広報誌　14,800部 需用費 199 335 227 227 3

計 199 335 227 0 0 0 227

予算

目
的

政治・選挙に対する意識向上
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○選挙啓発事業
　　啓発活動の実施
　　　・市内小中高校生を対象にした啓発ポスターの展示会や表彰（県入賞9点、市入賞21点）
　　　・学校等での模擬投票
　　　・広報誌の作成（全戸配布）
　　　・明るい選挙推進協議会の開催

　  　・4月16日執行　市長・市議選挙の投票率は、市長選挙　77.28%　市議会議員選挙　77.19%であった
　　　・10月22日執行　衆議院議員総選挙の投票率は、小選挙区大分2区選出議員選挙60.77%　比例代表選出議員選挙60.77%
　　　　であった



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

71.6 ％ 61.8 ％ 77.3 ％ 187 人 351 人 359 人

89.5 ％ 77.2 ％ 96.6 ％ 62.3 ％ 117.0 ％ 119.6 ％

1 回 1 回 2 回

33.3 ％ 33.3 ％ 66.6 ％

課題 2 回 0 回 0 回

66.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

0 件 1 件 0 件

対応（改善点等） 100 ％ 0.0 ％ 100 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

286 199 227 335 

うち経常経費 286 199 227 335 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 286 199 227 335 

うち経常 286 199 227 335 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 公職選挙法第６条による。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 公職選挙法第６条による。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 投票制度の周知や投票の呼びかけ。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 引き続き啓発事業を実施していく。

事業の方向性 評価内容

－ －

成
果
指
標

指標名 投票率 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の3-10-（2）で目標としているため

数値 80%

活
動
指
標

指標 a 啓発ポスターの募集 ｂ 模擬投票の実施 ｃ 研修会の実施 ｄ 選挙犯罪件数

数値 目標 300人 目標 3回 目標 3回 目標 0件

投票率 ％ a
啓発ポス
ターの募集

人

b
模擬投票
の実施

回

c
研修会の
実施

回
若年層を対象とした啓発や投票制度の周知、投票参加の呼びかけな
ど、毎年実施していくことが重要。

ｄ
選挙犯罪
件数

件

引き続き、若年層を対象とした啓発や投票制度の周知に努める。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

市民の政治・選挙に対する意
識を向上するために必要な予
算であるため。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 選挙管理委員会事務局

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 4 3 142 頁 選挙執行費 市長・市議会議員選挙事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時
市長・市議会議員選挙事
業

選挙の管理・執行 職員手当 4,708 21,351 21,345 21,345 3

計 4,708 21,351 21,345 0 0 0 21,345

予算

目
的

市長・市議会議員選挙の執行
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○市長・市議会議員選挙事業
　　　　任期満了に伴う市長・市議会議員選挙執行経費
    　　選挙期日　　平成29年4月16日
　　　　市長・市議会議員選挙告示　　平成29年4月9日
　　　　市議会議員選挙　定数18

　　　　平成29年4月16日執行の任期満了に伴う市長・市議会議員選挙の平成29年度執行分である
　　　　主な経費は、入場券発送、ポスター掲示場の4月1日分からの保守管理委託及び撤去経費、投開票経費である



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

4,708 21,345 

うち経常経費

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 4,708 21,345 

うち経常

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 自治事務（自治法１８６条）

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 自治事務

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 自治事務

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 自治事務

事業の方向性 評価内容

－ －

成
果
指
標

指標名
公正で効率的な選挙の
執行

目
標
年
度

－
総合計画前期基本計画の3-10-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a ｂ ｃ ｄ

数値 目標 目標 目標 目標

公正で効率的な選
挙の執行

a

b

c

公正で効率的な選挙の執行への取り組み。

ｄ

－

決 算 額 （千円）

予算措置なし

財
源
内
訳



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 選挙管理委員会事務局

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 4 3 144 頁 選挙執行費 衆議院議員総選挙事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時
衆議院議員総選挙事業
（新規）

選挙の管理・執行 職員手当 21,180 21,171 20,619 552 3

計 0 21,180 21,171 20,619 0 0 552

予算

目
的

衆議院議員総選挙の執行
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○衆議院議員総選挙事業
　　　　解散に伴う衆議院議員総選挙を平成29年10月22日に執行した経費
　　　　公示日　　平成29年10月10日

　　　　（主な業務）
　　　　　　・ポスター掲示場設置管理撤去委託
　　　　　　・入場券発送
　　　　　　・選挙公報発送
　　　　　　・不在者投票事務
　　　　　　・期日前投票・当日投票・開票事務



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

0 0 21,171 0 

うち経常経費

国 県 費 20,619 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 552 

うち経常

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 法定受託事務

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 法定受託事務

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 法定受託事務

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 法定受託事務

事業の方向性 評価内容

－ －

成
果
指
標

指標名
公正で効率的な選挙の
執行

目
標
年
度

－
総合計画前期基本計画の3-10-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a ｂ ｃ ｄ

数値 目標 目標 目標 目標

公正で効率的な選
挙の執行

a

b

c

公正で効率的な選挙の執行への取り組み。

ｄ

－

決 算 額 （千円）

予算措置なし

財
源
内
訳



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 選挙管理委員会事務局

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 4 3 144 頁 選挙執行費 朝地町土地改良区総代選挙事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時
朝地町土地改良区総代選
挙事業（新規）

選挙の管理・執行 報酬 49 46 46 0 3

計 0 49 46 0 0 46 0

予算

目
的

朝地町土地改良区総代選挙事業の執行
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○朝地町土地改良区総代選挙事業
　　 ・H29年11月28日任期満了に伴う総代選挙執行経費
　　　選挙期日　 　H29年11月16日　8選挙区　総代数32名（無投票）
　　　執行経費は全額、朝地町土地改良区が負担



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

46 

うち経常経費

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他 46 

一般財源

うち経常

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 自治事務（自治法１８６条）

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 自治事務

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 自治事務

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 自治事務

事業の方向性 評価内容

－ －

成
果
指
標

指標名
公正で効率的な選挙の
執行

目
標
年
度

－
総合計画前期基本計画の3-10-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a ｂ ｃ ｄ

数値 目標 目標 目標 目標

公正で効率的な選挙の執行 a

b

c

公正で効率的な選挙の執行への取り組み

ｄ

－

決 算 額 （千円）

予算措置なし

財
源
内
訳


